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森林率上位 10 団体のうち 7団体で導入済みで，残る 3団体である山梨，岐阜，徳島も「検
討中」となっています．このうち，山梨県は今年（2012 年）の 4月に導入されました．岐阜県
は 2003 年度に法定外目的税である乗鞍環境保全税が導入されております．















































財政と公共政策　第 34 巻第 2号（通巻第 52 号）2012 年 10 月
ここから何を見て取るかでございますが，水源／森林環境税は全国的展開を見せてはいます
が，その内容は一様ではないということです．財政難のもと，地域固有の課題を課税自主権の
活用により解決しようとする各県の姿が見て取れるということでございます．私の報告は以上
です．
司会：
どうもありがとうございました．続きまして第3報告にまいりたいと思います．第3報告は「地
方分権一括法と法定外税・超過課税の活用」というタイトルで，公益財団法人地方自治総合研
究所の其田さんに報告をお願いしたいと思います．よろしくお願い致します．
第 3報告
「地方分権一括法と法定外税・超過課税の活用」
公益財団法人地方自治総合研究所　
其田　茂樹　先生
自治総研の其田でございます．よろしくお願い致します．
この報告の課題は，地方分権一括法と法定外税・超過課税の活用を応益的共同負担の観点で
再検討するものであり，応益的共同負担という考え方については，その意義と今後の展開を論
じるものです．
地方独自課税という観点から，地方分権一括法制定の意義を申し上げます．まず，法定外税
創設の要件が緩和され，法定外目的税が新設されるなどの制度的な側面です．例えば，産業廃
棄物税が各地で導入されました．そして，地方分権一括法が成立する過程で，地域の課題を独
自の新たな税によって財源調達するという検討が各地で行われたという意義が挙げられます．
森林環境税は，制度的には住民税の超過課税という地方分権一括法の成立を待たなかった形
態ですが，住民の関心を喚起し，新たな制度設計に至ったという点で，地方分権一括法の意義
は小さくなかったと考えられます．
次に，水源／森林をめぐる財源調達手段と応益的共同負担との関係を検討していきます．そ
の前段として，水源／森林に対して課税する際の財源調達の方法を，先行研究によりながら，
簡単に整理したいと思います．
森林環境税の制度では，森林の持つ幅広い公益が対象とされ，その受益は住民全員に帰着す
るが個別には計測不能であるため，なるべく多くの住民が均等に負担をすることになるのに対
して，青木宗明先生のいう水資源環境税では，この公益を水源地に限定することで，そこから
の受益を水の使用量によってある程度計測可能なものとし，水の使用量に対する課税という財
源調達が可能になるものです．
